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A.研究目的 

平成 17 年の発達障害者支援法の施行後，

発達障害をもつ人を支援する施設・機関が

整備され，徐々に発達障害児者の支援は充

実してきている印象はある。具体的には，

発達障害者支援センターの平成 17 年の相

談件数は約 12,000 件であったが，平成 24

年度においては約 54,000 件に膨れ上がっ

ている 1， 2。同じように，多くの発達障害

者が利用する障害者就業・生活支援センタ

ーに関しても，平成 14年には 21施設しか

存在していなかったが平成 26 年では 319

研究要旨 

本研究では，成人期以降の発達障害者が利用する各支援機関(発達障害者支援センター，

障害者就業・生活支援センター，精神保健福祉センター，ジョブカフェ，若者サポート

ステーション)を対象として，成人期以降の発達障害者もしくはその家族から持ち込まれ

る相談，各機関の支援者が聞き取る情報，各支援機関における人材教育の実施，各支援

機関が成人の発達障害者に提供する生活スキルの支援・指導に関する実態調査を行った。

調査の結果から，成人の発達障害者もしくはその家族から頻繁に持ち込まれる相談の一

部に対して各支援機関は適切に対応できているものの，他の成人の発達障害者が頻繁に

訴える生活面における困難に対して，各支援機関はその支援・指導の必要を感じつつも

実施されていない状況が浮き彫りとなった。さらに各支援機関の大半の施設ではスタッ

フの人材教育のための研修は実施されていたが，成人の発達障害者の生活スキルに向け

た支援法の研修は実施されていないことが明らかになった。以上より，今後の成人の発

達障害者の地域生活適応を支援していく上で考慮するべき点が明確になった。 
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施設に拡大しており，就職率に関しても

73％と大きな成果を収めている感がある 3。 

しかし，成人期の発達障害者，特に，成

人期になってから診断を受けた発達障害者

の地域生活支援は十分ではない。先に示し

たように，発達障害者への就労支援施策は

一定の成果をあげていると言えるが，一方

で，中年期まで安定して就労してきた人が，

老後に向けてのビジョンを考えた場合，年

老いた両親の亡きあとの，生活支援におけ

る大きな課題を残している 4。さらに，一定

期間安定就労できていたとしても，相談支

援などのサポート資源との関係が途切れや

すく，精神疾患合併などで状態が悪くなっ

てからしか対応されないことも多い。特に

知的障害のない自閉症スペクトラム障害

(Autism Spectrum Disorders；以下，ASD)

の場合，家族や周囲だけでなく本人にも障

害の認識がなく，福祉的支援を受けること

なく成人期を迎えていることも少なくない。

こうした中には，日常生活に必要な基本的

なスキルが不十分で，就職後に職場でのト

ラブルや転職を繰り返す等により，精神疾

患を合併し，場合によってはひきこもりや

犯罪行為に至ってしまうケースもある 5。ま

た ASD者は，社会性の障害による一般常識

の不足に加えて，こだわりや不安，不器用

などで，一人暮らしにおける困難は大きい

ことから，社会性の障害から他者との共同

生活は難しいことが少なくない。これらの

ことから，成人の発達障害者に対する包括

的かつ効果的な支援施策を考える上では，

成人の発達障害者に対する自立した生活を

営むスキルの支援や指導が欠かせない。し

かしながら，これまで成人の発達障害者を

支援する支援機関における生活スキルの支

援や指導に関する実態調査は行われておら

ず，我が国における現行の支援施策により

成人の発達障害者に対して適切な支援が実

施されているか把握されていない。 

そこで本研究では，成人期(18 歳以降)の

発達障害者の支援を行う公的な施設・機関

を対象として，成人の発達障害者もしくは

その家族からの相談，支援者が聞き取る情

報，提供している生活スキルの支援・指導，

フォローアップ支援の内容などに関する実

態調査を実施した。 

 

B. 研究方法 

１．調査対象機関 

成人期以降の発達障害者およびその家族

が利用できる，もしくは支援を受けるため

に利用すると思われる全国の公的機関を対

象とした。具体的には，各都道府県の発達

障害者支援センター(87 機関)，精神保健福

祉センター(69 機関)，障害者就業・生活支

援センター(318機関)，ジョブカフェ(87機

関)，若者サポートステーション(162機関)，

計 723機関に調査紙を送付した。その内の

207 機関(回収率 28.63％，発達障害者支援

センター：53機関，精神保健福祉センター：

42機関，障害者就業・生活支援センター：

47機関，ジョブカフェ／若者サポートステ

ーション：65機関)が本研究への協力を了承

し調査項目(詳細は後述)に回答した。 

２．調査材料 

成人期以降の発達障害者およびその家族

への支援を提供する際に，各支援機関(発達

障害者支援センター，精神保健福祉センタ

ー，障害者就業・生活支援センター，ジョ

ブカフェ，および若者サポートセンター)が

どのような対応を行っているかについて，
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各機関の担当者 1名に回答を求めた。 

調査項目は，成人期以降の発達障害者も

しくはその家族から受けた相談内容，支援

に向けて，相談者から聞き取る情報／アセ

スメント内容，機関スタッフに対する人材

教育，相談者を対象とする生活スキルトレ

ーニングの実施状況とその必要性，フォロ

ーアップ支援に関する内容であった。なお，

フェイスシートにて，所属機関，回答者の

名前，その職名を尋ねた。 

 

C. 研究結果 

1. 全機関を対象とする分析結果 

相談件数・人数・全体に対する割合 有効

回答数は 165機関であった。2012年度に公

的な支援機関が成人期以降の発達障害者も

しくはその家族からの受けた相談件数は平

均でおおよそ 1000件あり，相談者は年間で

200名程度に及んでいた。 

成人期以降の発達障害者もしくはその家族

からの相談内容について ほとんどの支援

機関（82.13%）において，成人期以降の発

達障害者もしくはその家族から，職場の同

僚や地域住民等の人との関わりに関する相

談を受けている。また半数以上の支援機関

で生活リズムに関する相談，4 割を超える

支援機関で金銭管理に関する相談が持ち込

まれている。さらに，迷惑行為などの社会

的適応を妨げる行為，余暇活動に関する相

談は１／３以上の支援機関で確認されてい

る。また半数近くの支援機関が「その他」

と回答している。 

77機関（37.02%）では，就労や仕事に関

する相談が持ち込まれており，成人期以降

の発達障害者にとって就労に関する問題は

大きな割合を占めていることが窺われる。 

相談を行う場所について 分析の結果，7

割以上の支援機関では，他の専門機関と協

力して，成人期以降の発達障害者およびそ

の家族からの相談に対応している。なかで

も，医療機関，発達障害支援センター，お

よび障害就労支援機関との連携が多く見ら

れる。 

相談者から聞き取る情報やアセスメント内

容について 半数以上の支援機関において，

受診歴(80.19%)，人との関わり（75.36%），

生活リズム（69.57％），発達特性(75.36%)，

精神医学的問題(59.42%)に関する内容の聞

き取りが行われている。「その他」では，職

歴や生育歴に関する情報の聞き取りが多い

ことが窺われる。 

支援機関での人材教育研修について 約 7

割の支援機関では，相談員やスタッフを対

象とする人材育成研修の機会を持っている。

また研修の内容としては，事例検討会やス

ーパーヴィジョン（SV），発達障害に関す

る研修が多い。 

一人暮らしに向けての訓練について 僅か

１／３の程度（34.3%）の支援機関が，成

人期以降の発達障害者を対象とする一人暮

らしに向けた訓練やサービスの提供を行っ

ていた。さらに，一人暮らしに向けた訓練

を実施していると回答した機関の 7 割弱

（69.01%）が自機関内でそのような訓練は

行っておらず，他の専門機関に委ねている

現状にあることが窺われる。 

生活スキルに関する支援や指導について 

成人期以降の発達障害者もしくはその家族

から受ける相談の多さを反映するように，

半数以上の支援機関で対人関係（人とのか

かわり），およそ半数近くの機関で生活リズ

ム，3 割の支援機関で金銭管理（30.92%）
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に関する支援や指導が実施されている。一

方，来談者からの相談内容とは異なり，約

１／３の支援機関で，身だしなみ（35.75%）

や余暇活動（31.86%）の支援・指導が施さ

れている。 

生活スキルに関する支援・指導の必要性に

ついて 来所する成人期以降の発達障害者

やその家族からの相談や，支援機関の相談

員が聴取する情報に関する結果と一致する

ように，半数以上の支援機関が対人関係

（74.88%），生活リズム（61.84％），金銭

管理（52.17％）に関するスキルの支援・指

導の必要があると認識している。身だしな

み（45.41％），スケジュール管理（42.51％），

余暇活動（43.48％），危機管理（40.58％）

に関しても，4 割以上の機関がその支援・

指導の必要があると感じている。「必要性を

感じない」と回答した機関は僅か 5 機関

（2.42％）に過ぎないことを踏まえると，

ほとんどの機関で成人期以降の発達障害者

に対する生活スキルの支援・指導の必要性

があると感じていることが窺われる。 

フォローアップ支援・サービスについて 

どの支援機関も行っているようなフォロー

アップでの支援やサービスはなく，１／３

以上の支援機関が，ストレスへの対処法

（41.06%），相談の仕方の指導（33.33％），

成人期以降の発達障害者を支援する家族等

の支援者に対するサポート（39.61％）を相

談後のフォローアップにて行っている。 

 

２．専門機関ごとの分析結果 

本調査に参加協力した 207 機関を４群

（①発達障害者支援センター：53機関，②

障害者就業・生活支援センター：47 機関，

③精神保健福祉センター：42機関，④ジョ

ブカフェ／若者サポートセンター：65機関）

に分類し，群ごとに分析を行う。 

相談件数・人数・全体に対する割合 各群

の有効回答数は，発達障害者支援センター

が 46機関，障害者就業・生活支援センター

が 44機関，精神保健福祉センターが 34機

関，ジョブカフェ／若者サポートセンター

（以下，ジョブカフェ／サポステ）が 36機

関であった。 

各群における相談件数および相談者数を

一要因分散分析により比較した。相談件数

では，群の主効果が認められた（F(3， 159) 

= 2.739， p < .05）。しかし，多重比較

(Bonferroni)では各群に有意な差は認めら

れず，発達障害者支援センターと精神保健

福祉センターの間に有意傾向が示されるの

みであった（p = .059）。相談者数では有意

な群間差が認められ(F (3， 160) = 6.793， 

p < .001)，多重比較の結果，発達障害者支

援センターと障害者就業・生活支援センタ

ー (p < .001)，発達障害者支援センターと

精神保健福祉センター(p < .05)，障害者就

業・生活支援センターとジョブカフェ／サ

ポステ(p < .05)の間に有意差が認められた。

以上の分析から，相談件数としては差が認

められなかったものの，相談者数には有意

な群間差が認められ，発達障害者支援セン

ターは障害者就業・生活支援センター，精

神保健福祉センターよりも成人期以降の発

達障害者もしくはその家族が多く来所し，

さらにジョブカフェ／サポステは精神保健

福祉センターよりも成人期以降の発達障害

者もしくはその家族が多く来所しているこ

とが示された。 

 

各群における機関数が異なることを踏ま
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え，以降の分析では「度数」とともに，群

内の全機関のうち回答した機関の「割合」

を報告する。 

成人期以降の発達障害者もしくはその家族

からの相談内容について 発達障害者支援

センターにおける半数以上の施設では，人

とのかかわり（98%），生活リズム（81％），

社会的適応を妨げる行為（75%），金銭管理

（70%），スケジュール管理（68%），余暇

活動（62%），危機管理（51%）に関する相

談を受けている。障害者就業・生活支援セ

ンターでは，人とのかかわり（87%），生活

リズム（53%）に関する相談を半数以上の

施設で受けている。精神保健福祉センター

における半数以上の施設では，人とのかか

わり（81%），生活リズム（50%），その他

（52%）に関する相談を受けており，ジョ

ブカフェ／サポステでは，人とのかかわり

（66%）およびその他（54%）に関する相

談を半数以上の機関で受けている。まとめ

ると，どの支援機関でも，成人期以降の発

達障害者もしくはその家族から受ける相談

は，主に「人とのかかわり」に関するもの

であった。 

どの支援機関でも就労に関する相談の割

合が高いことが理解される。また精神保健

福祉センターとジョブカフェ／サポステで

は，「その他」が半数以上の機関で回答され

ていたが，ジョブカフェ／サポステでは機

関の目的やその機能に沿うように就労に関

する相談が「その他」の半数を占めている。

一方，精神保健福祉センターでは「その他」

の相談は多岐にわたっているが，医学的・

心理的問題に関わる内容が多く存在するこ

とがわかる。 

相談を行う場所について 大部分の支援機

関では（発達障害支援センター：83.02%，

障害者就業・生活支援センター：74.47%，

精神保健福祉センター：66.67%，ジョブカ

フェ／サポステ：67.69％），相談業務を自

機関と他の専門機関で行っている。 

発達障害者支援センターでは，就労支援

に関連する機関（障害者就業・生活支援セ

ンター 18.9％，障害者職業センター 15.1%，

ハローワーク 5.7％，サポステ 3.8％）への

リファーが目立つ。障害者就業・生活支援

センターでも，障害者職業センターへのリ

ファーが最も多い（23.4％）。精神保健福祉

センターでは，主なリファー先は発達障害

者支援センターであり，全体の１／３が行

っている（33.3％）。ジョブカフェ／サポス

テにおけるリファー先は特定の傾向は認め

られないものの，やはり発達障害者支援セ

ンターへのリファーが最も多い（12.3％）。 

相談者から聞き取る情報やアセスメント内

容について いずれの支援機関でも，半数

以上の施設で生活リズム，人とのかかわり，

精神医学的問題，発達特性，専門機関への

受診歴が聴取されていた。発達障害者支援

センターでは，半数以上の機関において，

発達特性（92.45%），専門機関への受診歴

（90.57%），生活リズム（84.91%），人との

かかわり（ 75.47%），精神医学的問題

（62.26%）に関する情報の聞き取りが行わ

れている。障害者就業・生活支援センター

では，発達特性（87.23%），専門機関への

受診歴（85.11%），人とのかかわり（78.19%），

生活リズム（74.47％），精神医学的問題

（55.32%），服薬管理（51.06%）に関する

情報の聞き取りが半数以上の機関で実施さ

れている。精神保健福祉センターでは，生

活リズム（ 66.67%），人とのかかわり
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（76.19％），精神医学的問題（73.81%），

専門機関への受診歴（72.31％）に関する情

報が半数以上の機関で聞き取られている。

ジョブカフェ／サポステでは，生活リズム

（58.46％），人とのかかわり（75.38％），

精神医学的問題（52.31％），発達特性（60％），

専門機関への受診歴（72.31％）に関する情

報の聞き取りが行われている。 

どの機関でも生育歴や職業に関する情報

（職歴など）が多いことが窺える。 

支援機関での人材教育研修について どの

支援機関においても 6 割以上の施設で，人

材育成研修が実施されている。その実施場

所であるが，発達障害者支援センター，精

神保健福祉センター，およびジョブカフェ

／サポステは同じ傾向を示しており，自機

関もしくは自機関と他の機関の両方で研修

を実施している機関が多い。一方，障害者

就業・生活支援センターでは，自機関

（21.2％），他の専門機関（30.3％），その

両方（48.5％）にて研修を行う機関に概ね

均等に分かれている。 

どの機関においても，事例検討会（発達

障害者支援センター18.9％，障害者就業・

生活支援センター6.4％，精神保健福祉セン

ター14.3％，ジョブカフェ／サポステ

12.3％），発達障害／特性の理解に関する研

修（発達障害者支援センター17.0％，障害

者就業・生活支援センター6.4％，精神保健

福祉センター23.8％，ジョブカフェ／サポ

ステ 10.8％）は比較的上位に位置づけられ

ている。加えて，各機関において相談業務

に関する研修も上位にあることが見てとれ

る（発達障害者支援センター7.5％（相談の

基礎），17.0％（支援者向け研修），障害者

就業・生活支援センター12.8％，精神保健

福祉センター7.1％（精神保健福祉），4.8％

（支援技術），ジョブカフェ／サポステ

10.8％（相談スキル），6.2％（カウンセリ

ング））。またどの支援機関でも，研修内容

を具体的に示していない機関が多く存在し

ていたことも特徴であろう。 

一人暮らしに向けての訓練について 概し

て，各支援機関での一人暮らしに向けた訓

練を行える場やサービスは充実していない

ことが見てとれる。障害者就業・生活支援

センターでは約半数の施設で，一人暮らし

に関する訓練が実施されている（53.2％）

ものの，障害者就業・生活支援センターの

半数弱の機関（44.7％），発達障害者支援セ

ンターの 7割を超える機関（71.7％）では，

そのような訓練やサービスは行っていない。

精神保健福祉センターでも同じ傾向にあり，

半数弱の機関で（45.2％）一人暮らしに向

けた訓練は実施されていない。ジョブカフ

ェ／サポステにおいては，発達障害者の生

活面への支援がその目的ではないこともあ

ってか，6 割以上の機関（64.6％）では一

人暮らしに向けたトレーニングは行われて

いない。 

一人暮らしに向けた訓練やサービスの提

供があると回答した機関であっても，その

訓練やサービスの提供は他の専門機関に委

ねていることが窺われる。障害者就業・生

活支援センターを除く支援機関では，約 8

割の機関が一人暮らしに向けた訓練やサー

ビスの提供を他機関で実施している。 

生活スキルに関する支援や指導について 

どの支援機関でも，人とのかかわりに対す

る支援や指導が最も実施されており，精神

保健福祉センターを除く支援機関では，半

数以上の施設で人とのかかわりに関する支
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援・指導が実施されていた。発達障害者支

援センターの半数以上の機関では，人との

かかわり（71.70％），生活リズム（66.04％），

スケジュール管理（60.38％）に関する生活

スキルの支援や指導が実施されている。障

害者就業・生活支援センターの半数以上の

機関では，人とのかかわり（85.11％），身

だしなみ（55.32％），生活リズム（55.32％）

に関する生活スキルの支援・指導が行われ

ている。ジョブカフェ／サポステの半数以

上の機関でも，人とのかかわり（64.62％）

に関するスキルへの支援や指導が行われて

いる。一方，精神保健福祉センターにおい

ては，半数以上の施設で実施されている生

活スキル訓練はなく，さらに精神保健福祉

センターは他の支援機関（発達障害者支援

センター15.09％，障害者就業・生活支援セ

ンター6.38％，ジョブカフェ／サポステ

10.77％）よりも生活スキルに関する訓練等

を「実施していない」と回答する割合が多

い（35.71％）。 

生活スキルに関する支援・指導の必要性に

ついて どの支援機関でも，半数以上の施

設で，生活リズム，人とのかかわりに関す

る支援や指導の必要があると感じていた。

発達障害者支援センターでは，半数以上の

機関において，人とのかかわり（81.13％），

生活リズム（79.25％），金銭管理（73.58％），

危機管理（69.81％），スケジュール管理

（66.04％），余暇活動（66.04％），社会的

適応を妨げる行為（60.38％），身だしなみ

（56.6％）に関する生活スキルの支援や指

導が必要と感じている。障害者就業・生活

支援センターでは，半数以上の機関におい

て，人とのかかわり（87.23％），生活リズ

ム（72.34％），金銭管理（63.83％），余暇

活動（57.45％），身だしなみ（51.06％），

社会的適応を妨げる行為（51.06％）に関す

る生活スキルの支援や指導が必要と感じて

いる。精神保健福祉センターでは，半数以

上の機関において，人とのかかわり

（73.81％）と生活リズム（50％）に関する

生活スキルの支援や指導が必要と感じてい

る。ジョブカフェ／サポステでは，半数以

上の機関において，人とのかかわり

（63.08％）と生活リズム（53.85％）に関

する生活スキルの支援や指導が必要と感じ

ている。まとめると，すべての支援機関に

おいて，成人期以降の発達障害者に対して，

生活リズム，人とのかかわりに関連する生

活スキルの支援や指導の必要性が高いと感

じられている。さらに発達障害者支援セン

ターと障害者就業・生活支援センターでは，

身だしなみ，余暇活動，社会的適応を妨げ

る行為に関する生活スキルの支援や指導の

必要性が高いと判断されている。 

どの群においても，全ての生活スキル（回

答項目）の支援・指導の必要性があると感

じている機関が存在している。しかしなが

ら，どの群においても支援・指導の必要性

を感じている一方で，その業務を他の支援

機関に委ねる態度を示している機関も多数

存在している。 

フォローアップ支援・サービスについて 7

割の発達障害者支援センター（71.7％）で

は，成人期以降の発達障害者本人ではなく，

その支援者に対するサポートをフォローア

ップ支援として行っている。半数弱の精神

保健福祉センター（45.24％）でも支援者へ

のサポートが実施されている。また本人に

対するフォローアップとして，半数弱の発

達障害者支援センターではストレス対処を
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実施している。このフォローアップとして

のストレス対処は，半数以上の障害者就

業・生活支援センター（57.45％），4 割の

ジョブカフェ／サポステにおいても実施さ

れている。 

 

D. 考察 

本研究では，成人期以降の発達障害者も

しくはその家族が来所する支援機関におけ

る相談や支援の現状等に関する調査を行い，

各支援機関の特異的な傾向およびすべての

機関に共通する傾向が示された。 

相談内容に関して 分類した全ての群(発

達障害者支援センター，障害者就業・生活

支援センター，精神保健福祉センター，ジ

ョブカフェ／サポステ)における半数以上

の機関において，発達障害者もしくはその

家族から「人とのかかわり」に関する相談

が持ち込まれていた。さらに，各群の半数

以上の機関では，来所する成人の発達障害

者もしくはその家族から「人とのかかわり」

に関する情報が聴取されていた。このこと

から，成人期以降の発達障害者の相談ケー

スでは，対人関係の問題が中心であること

が窺えるとともに，「人とのかかわり」が中

核的な問題であることかすると，発達障害

のなかでも自閉症スペクトラム障害

(Autism Spectrum Disorder; ASD)を抱える

発達障害者が来所しているケースが多いと

考えられる。 

対人関係の問題に並び，生活リズムに関

する問題も中核的な位置づけにあった。発

達障害者支援センターの 8 割，障害者就

業・生活支援センターと精神保健福祉セン

ターの半数で，生活リズムに関する相談を

受けていた。ジョブカフェ／サポステでは

就労支援が中心であることもあるためか，

生活リズムの相談は持ち込まれることは多

くはないと思われる。 

一方で，どの群でも，半数以上の施設に

おいて生活リズムに関する情報の聴取が行

われていた。このことから，各支援機関に

おいて，成人の発達障害者に対する支援を

行う上で，生活リズムに関する情報は支援

者側にとって重要な情報であると思われる。  

本研究では，いずれの支援機関において

も精神医学的問題は半数以上の施設で聴取

されていた。さらに各群のリファー先を見

ても，発達障害者支援センター，障害者就

業・生活支援センター，精神保健福祉セン

ターの10％前後の施設は医療機関にリファ

ーしていた。このことから，発達障害者が

うつ病や不安障害などの精神疾患を併発す

るケースが多い 6 ことに沿うように，支援

機関に来所する成人期以降の発達障害者の

一部は心理的・精神的な治療を必要とする

状態にあると考えられる。 

他の支援機関と比べ，発達障害者支援セ

ンターでは，成人期以降の発達障害者もし

くはその家族から受ける相談は生活の様々

な面に亘っている印象を受ける。例えば，

半数以上の発達障害者支援センターでは，

金銭管理，スケジュール管理，余暇活動，

危機管理，社会的適応を妨げる行為に関す

る相談を受けていた。他の支援機関では，

このような傾向は認められなかった。この

ことから，発達障害者支援センターでは，

成人期以降の発達障害者が抱える生活に関

連する様々な問題やその相談が持ち込まれ

ていることが窺われるとともに，発達障害

者支援センターは成人の発達障害者の生活

面の諸問題に対応する中核的な支援機関で
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あると考えられる。 

相談を実施する場所に関して 各支援機関

における半数以上の施設では，成人の発達

障害者の相談ケースを自機関と他の専門機

関で行っていた。この結果を踏まえると，

成人の発達障害者は多角的なサポートを受

けることができていると解釈できる一方で，

一部の発達障害者は来所した支援機関で求

める支援が受けられず，再度，別の支援機

関に足を運ぶ必要があるなどの負担を被っ

ている可能性がある。 

発達障害者支援センターは，障害者就

業・生活支援センター，精神保健福祉セン

ター，ジョブカフェ／サポステのいずれの

支援機関でもリファー先の上位に位置づけ

られていた。先に示した全般的な生活面の

相談に関する結果と同様に，発達障害者支

援センターは成人の発達障害者もしくはそ

の家族を支援する上で中核的な機関である

ことが窺える。一方で，発達障害者支援セ

ンターのリファー先には，就労関係の機関

が多くあった(障害者就業・生活支援センタ

ー，就労移行事業所，ハローワーク，サポ

ステ)。これを裏づけるように，発達障害者

支援センターの１／４以上の機関では，就

労関係の相談を受けている。このことから，

就労の相談に関しては，発達障害者支援セ

ンターでは他の専門機関と協働し成人の発

達障害者を支援していると思われる。 

一人暮らしに向けた訓練 先に述べた成人

期以降の発達障害者の様々な生活面の相談

が持ち込まれている発達障害者支援センタ

ーの 7 割以上の施設で，一人暮らしに向け

た訓練やサービスが実施されていなかった。

この結果から，成人の発達障害者が抱える

生活面の問題が多く持ち込まれる発達障害

者支援センターでは，成人の発達障害者が

自立した生活を送ることへの対応はほとん

ど行われていないと思われる。また障害者

の生活の支援を目的の一つとしている障害

者就業・生活支援センターにおいても，4

割以上の施設ではそのような訓練を実施し

ていない状況にあった。さらに実施してい

る施設でも，その半数は他の専門機関にそ

の訓練を委ねている。以上の結果から，我

が国において，成人期以降の発達障害者を

支援する中心的な機関では，一人暮らしす

るための訓練やそのサービスは不十分な状

況にあると考えられる。 

生活スキルに関する支援・指導の現状 精

神保健福祉センターを除く各支援機関にお

いて，成人期以降の発達障害者に向けて，

「人とのかかわり」に関連するスキルへの

支援・指導が実施されていた。この結果は，

各支援機関に来所する成人の発達障害者も

しくはその家族からの「人とのかかわり」

に関する相談の多さを反映しており，精神

保健福祉センターを除く各支援機関では成

人の発達障害者から発せられる「人とのか

かわり」の訴えに対応している姿勢が読み

取れる。 

また発達障害者支援センターでは，他に

金銭管理，スケジュール管理，生活リズム，

余暇活動，危機管理，社会的適応を妨げる

行為に関する相談が多く持ち込まれていた

が，半数以上の発達障害支援センターで実

施している生活スキルの支援・指導は，人

とのかかわり，スケジュール管理，生活リ

ズムに留まった。このことから，発達障害

者支援センターでは，成人の発達障害者が

抱える生活に関する様々な相談が持ち込ま

れているものの，人とのかかわり，スケジ
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ュール管理，生活リズムへの支援や指導が

重点的になされていると考えられる。成人

の発達障害者やその家族が頻繁に相談する

他の問題(金銭管理，余暇活動，危機管理，

社会的適応を妨げる行為)に関しては，金銭

管理への支援・指導は 4 割弱，余暇活動へ

の支援・指導は 5割弱，危機管理への支援・

指導は 3 割弱，社会的適応を妨げる行為へ

の支援・指導は 3 割の施設が実施している

に過ぎない。これらは発達障害者支援セン

ターでは十分に対応できていない問題であ

ると思われる。 

障害者就業・生活支援センターにおける

半数以上の施設では，人とのかかわり以外

には生活リズムの相談が持ち込まれており，

これに対応するように，障害者就業・生活

支援センターの半数以上の施設では生活リ

ズムに対する支援や指導がなされている。

さらに，身だしなみに関する相談は障害者

就業・生活支援センターの１／３程度の施

設しか報告していなかったものの，半数以

上の施設で身だしなみへの支援や指導が実

施されていた。この相違は，就労支援の一

環として，障害者就業・生活支援センター

のスタッフが率先して成人の発達障害者に

指導していることによる結果と思われる。 

生活スキルに関する支援・指導の必要性 

どの支援機関においても，半数以上の施設

は成人の発達障害者への支援として，人と

のかかわりと生活リズムに関するスキルの

支援・指導が必要であると感じていた。こ

の結果は，各支援機関が成人の発達障害者

もしくはその家族からの頻繁に受ける相談

の傾向とも一致している。このことから，

成人の発達障害者本人のみならず彼らを支

援する側も，成人期の発達障害者が抱える

中核的な問題は良好な対人関係の形成やそ

の維持と，規則的な生活の営みの 2 点にあ

ると感じていると思われる。 

精神保健福祉センターでは，各生活スキ

ルの支援・指導が実施されている傾向は強

くなかったが，半数以上の精神保健福祉セ

ンターでもやはり，成人の発達障害者には

人とのかかわりや生活リズムの支援・指導

が必要であると感じていることが示された。

精神保健福祉センターでは，発達障害者支

援センターへのリファーが多く，さらに発

達障害者支援センターでは成人の発達障害

者もしくはその家族から様々な生活面の相

談が持ちかけられていることからすると，

精神保健福祉センターが受ける生活面の問

題を抱える成人の発達障害者のケースは発

達障害者支援センターを初めとする他の専

門機関に委ねられるものと考えられる。 

発達障害者支援センターにおける半数以

上の施設では，人とのかかわり，生活リズ

ム，金銭管理，危機管理，スケジュール管

理，余暇活動，社会的適応を妨げる行為，

身だしなみへの支援や指導の必要性が高い

と評価された。これらの支援・指導の必要

性が高い項目は，身だしなみを除き，発達

障害者支援センターにおいて，成人の発達

障害者もしくはその家族から寄せられる頻

度の多い相談項目と一致している。先に論

じたように，このうち，人とのかかわり，

生活リズム，スケジュール管理に関する生

活スキルの支援・指導は半数以上の発達障

害者支援センターにおいて実施されている

ことを踏まえると，発達障害者支援センタ

ーにおいてより充実した成人の発達障害者

への支援を考える上では，今後，これらの

項目(金銭管理，危機管理，余暇活動，社会
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的適応を妨げる行為)に関するスキルの支

援・指導を拡充することが必要であると思

われる。  

障害者就業・生活支援センターの半数以

上の施設では，人とのかかわり，生活リズ

ム，金銭管理，余暇活動，身だしなみ，社

会的適応を妨げる行為に関する生活スキル

の支援や指導の必要性が高いと評価され，

実際に，そのうちの 3項目(人とのかかわり，

生活リズム，身だしなみ)が支援・指導が実

施されていた。ここでも，発達障害者支援

センターと同じように，金銭管理，余暇活

動，社会的適応を妨げる行為への支援・指

導が行き届いていない状況が見て取れる。

支援者側が感じる必要性と実際に行われて

いる支援のこのようなギャップは，支援す

る側の人員不足などの人材資源の問題であ

るのか，それとも現在の我が国には成人の

発達障害者が抱えるこのような問題に対応

する専門機関がないのか，今後明らかにす

る必要があると思われる。 

人材教育に関する研修 すべての支援機関

における 6 割の施設において，人材教育研

修が実施されていた。研修内容としては，

障害者就業・生活支援センターを除き，事

例検討会が多い状況にあった。また発達特

性や発達障害の知識に関する研修も主流で

あった。障害者就業・生活支援センターで

は，その機関の業務内容を反映しているよ

うに，就労支援に関する研修が最も多かっ

た。以上の結果を踏まえると，各支援機関

では一定の人材教育が施されていると思わ

れる。 

一方で，今後検討を要する点がある。先

に論じたように，各支援機関，特に発達障

害者支援センターや障害者就業・生活支援

センターでは，成人の発達障害者に対して

生活スキルの支援や指導が必要であると評

価されている。しかし，各支援機関が回答

した人材研修の内容には，生活スキルの支

援・指導法などはないことが見て取れる。

成人の発達障害者が訴える生活面の問題を

考慮すると，発達障害者の相談内容に即し

た，より専門的な支援・指導法を提供する

施策が必要と思われる。 

フォローアップ支援・サービスの状況につ

いて 発達障害者は抑うつや不安などの精

神症状を抱えやすいこと 7 を反映してなの

か，発達障害者支援センターおよび障害者

就業・生活支援センターにおける 5 割前後

の施設では，ストレスへの対処を実施して

いた。さらに 4 割のジョブカフェ／サポス

テでもストレスへの対処が実施されていた。

これを鑑みると，成人期以降の発達障害者

を支援する上で，彼らのストレスマネジメ

ントを強化していくことはやはり必要な課

題であると思われる。今後，ストレスマネ

ジメントを如何に構造化した方法で，成人

の発達障害者に対して実施していくかとい

うことに関する施策が必要である。 

 

E. 結論 

発達障害者支援センター，障害者就業・

生活支援センター，精神保健福祉センター，

ジョブカフェおよび若者サポートステーシ

ョンに対して，成人の発達障害者もしくは

その家族から受ける相談内容，各機関で実

施している支援・指導などに関する実態調

査を行った結果，一部の成人の発達障害者

やその家族からの相談に対して，対応する

支援や指導がなされているが，成人の発達

障害者が抱える生活に関連する問題に対し



- 56 - 
 

て十分な支援・指導が行われていない現状

が明らかになった。さらに，各支援機関に

おける支援者側が成人の発達障害者に対し

て必要と感じる支援・指導も実施されてい

ないことが示された。以上の結果から，成

人期以降の発達障害者に対する今後の支援

施策への示唆が得られた。 
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成人発達障害者が入居する横浜市内のグループホームにおける 
生活支援の現状および課題 

 
分担研究者 
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ト） 

研究協力者 
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ト） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A. 研究目的 

成人期の発達障害者に特化した地域生活支

援は十分ではない。発達障害特化にした社会資

源の少なさから生活支援には繋がっていても

ミスマッチを起こしていることが想定できる。

また，社会性の障害や感覚過敏性の問題などか

ら他者との共同生活は難しいことも少なくな

い。今年度は，障害者総合支援法の居住支援の

中のグループホームの利用，支援メニュー，支

援者のニーズなどの実態を把握するために，発

達障害者が居住するグループホームへのヒア

リング調査をおこなうこととした。 

 

B. 研究方法 

横浜市精神障害者地域生活支援連合会の協

力を得て，市内5カ所のグループホームの世話

人，生活支援員から発達障害者を支援していく

中で，「食事」「衛生管理」「健康管理」「金銭管

理」「人とのかかわり」における課題，その他

「過敏性や不安定な行動を含めてうまくいっ

た支援」「大変さを解決するために必要と思わ

れること」についての項目をヒアリング内容と

研究要旨 

本研究は，障害者総合支援法の居住支援の中のグループホームの利用，支援メニュー，支援者

のニーズなどの実態を把握するために，発達障害者が居住するグループホームへのヒアリング調

査を行った。その結果，入居している成人の発達障害者は何かしらの対人トラブルを示す一方で，

支援者はその問題への対応策が見いだせない状況にあった。さらに，この状況が支援者の疲弊を

引き起こしており，グループホームの支援者は専門家のサポートを必要としていることが明らか

となった。発達障害者が必要な場所で必要な支援を受けるためには，障害特性に合った生活環境

で，専門知識を持った支援者が，地域で暮らすために必要な支援や支援量をアセスメントし，ノ

ウハウ，システム等を含め本人像を支援ネットワーク間で共有していく，一連の発達障害者生活

支援モデルが構築されることで，発達障害者の地域生活が可能なると示唆された。 
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した。発達障害に特化していないグループホー

ムでの生活支援の実態把握，課題を見出すこと

で，発達障害者が必要な支援を必要な場所で受

けられる生活支援の在り方の提案とすること

を目標とした。なお，面接調査を行うにあたり，

グループホームに居住する人の氏名や診断等

の個人情報は一切聴取しないこと，面接調査を

受ける支援員の氏名などの個人を特定できる

情報は公開されないことを伝え，面接調査協力

の了承を得た。 

 

C. 研究結果 

横浜市内 5 カ所のグループホームの運営状況 

聞き取りを行ったグループホームの運営形態

は，3ホーム（60％）は精神疾患を持つ成人が

住居するグループホームであり，残りの2ホー

ム（40％）は知的障害を持つ成人が住居するグ

ループホームであった。 

 １日の職員の配置では，ほとんどのグループ

ホーム（80％）で，2名以下であり，残りのグ

ループホームでも2名体制であった。 

 成人のASD者はいずれのグループホームに

も入居していた。1名の ASD者が入居してい

るグループホームは 60％であり，残りのグル

ープホーム（40％）は2名のASD者が入居し

ていた。 

 入居者の年齢層は，主に 20 代（43％），30

代（43％）が中心であった。 

 入居者の障害の重篤度（障害区分）について

は，すべての入居者は区分２もしくは区分３に

位置づけられていた。半数以上（57％）は区分

２であった。 

 入居者が取得している手帳の種類に関して，

すべての入居者は何らかの手帳を有しており，

大半の入居者（72％）は精神障害者保健福祉手

帳を取得していた。その他，知的障害者福祉手

帳，および両方の手帳を取得している者が同数

いた（各14％）。 

 各グループホームの入居者が障害年金の受

給を受けているかに関しては，すべての入居者

は障害年金の受給を受けていた。 

 各グループホームの入居者が生活保護の受

給を受けているかに関しては，半数以上の入居

者（57%）が生活保護の受給を受けていなかっ

た。 

各グループホームに入居者が受けている診

断について，明確にASDの診断を受けている

入居者は 5割弱（43%）であったが，ASDの

疑いがある入居者を含めると，8 割を上回る。

また入居者全体の 14%は注意欠陥／多動性障

害の診断を受けており，ASD と合わせると発

達障害と診断されている者はグループホーム

の入居者の半数以上（57%）に上ることが明ら

かとなった。 

 グループホームの入居者の日中の所属先に

ついては，ほとんどの入居者（86%）が作業所

などに勤めていた。 

支援者が抱える問題 上記した５つのグルー

プホームの入居者を支える支援者（世話人，生

活支援員）が感じている生活支援をする上での

困難さに関する結果が，図１１から図１７に示

されている。 

 食事場面では，約 4 割の支援者は入居者が

「一方的に話し続けること」を困難さとして挙

げている。「問題はない」と回答する支援者は

いなかった。 

 衛生管理に関しては，「問題なし」と回答す

る支援者は半数ほど（43%）いたが，一方で同

数の支援者から，入居者が自室を片付けられな

いことを挙げていた。 

 健康管理に関しても，「問題なし」と挙げる

支援者が最も多かった。支援者が感じる問題と
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しては，入居者の服薬管理や生活リズムの問題

が挙げられた。また金銭管理に関しても，入居

者には大きな問題は認められていない。 

 支援者が感じる他者とのかかりにおける入

居者の問題については，最も多くの支援者

（44%）が，他の入居者とのトラブルを挙げて

いる。職員とのトラブルを合わせると，半数以

上の支援者が問題として挙げている（日中職員

とのトラブル 37％，グループホームの職員と

のトラブル19%）。人とのかかわりに関して「問

題なし」と回答する支援者はいなかった。 

支援者が感じる「その他」の問題に関して，

1/3 の支援者は「どう支援していいか分からな

い」と回答しており，入居者への具体的な対応

法が分からないことを挙げている。さらに，別

の 1/3の支援者はASDの専門家がグループホ

ームには必要と回答している。1/4 の支援者か

らは，支援者側の疲弊を回答している。 

 支援者が回答した「問題を解決するために必

要なこと」について，強い傾向は認められない

ものの，最も多い回答は専門機関や専門家の関

与であった（専門機関による訪問およびアドバ

イス28%，専門機関のコンサルテーション28%，

専門家による入居者との面接 16%）。その他の

回答として，ASDに関する研修会（17%），当

事者会の開催（11％）があった。 

個別事例 ヒアリングの中から事例に触れて

みたい。 

【事例①】 Aホームの入居者aさんは20代，

男性，知的B2と精神2級の手帳を両方所持し

ており，アスペルガー症候群と診断されている。

障害程度区分は「3」で，日中は作業所に通っ

ており，知的障害者の暮らす共同生活型のグル

ープホームに入居している。 

衛生管理，たとえば居室の片づけについては，

その都度口頭で伝えることで改善されること

もあり，それほど問題があるという認識はない

が，人とのかかわりの部分では支援のしにくさ

を感じている。他の入居者に，一方的に自分の

話をしてしまい，煙たがられたり，まわりから

の冗談を冗談とは受け取れず怒り出すこと，支

援者に対しても怒り出すことがあるという。共

同生活でのルールは伝えているが，そのルール

を破ってグループホームを飛び出して，出先で

線路に飛び出すことや警察署の前で大騒ぎを

するなどして，支援者が迎えに行くというパタ

ーンが繰り返されている。aさんに掛りっきり

になることが頻回するため，他の入居者の支援

が疎かになってしまっている。飛び出し行為が

多く，その後の対応や本人との話し合いにも時

間が割かれ，何度注意しても繰り返してしまう。

また，特定のベテランの支援者の話はそれなり

聞いてくれるが，それ以外の支援者の話には聞

く耳を持ちにくく，他の支援機関や若い支援者

とのトラブルが尽きず，支援者の疲弊に繋がっ

ているという。 

 

【事例②】 Bホームに入居しているbさんは

30代，女性，精神2級の手帳を所持しており，

ADHD の診断，アスペルガーの疑いありとさ

れている。障害程度区分は「2」で，日中はア

ルバイト，精神障害者の暮らす1R型のグルー

プホームに入居している。 

 部屋の片づけが苦手で，ゴミ屋敷になってお

り，出かけるときも大きなカバンに大量の荷物

を持って出かけている。部屋の片づけなど支援

者からの指摘があると反発し，部屋の前に大量

のごみを置いて支援者が訪問できないように，

バリケードをはって介入を拒否することもあ

るという。他の入居者との接触も避け，居室に

籠り部屋を破壊することもあり，騒音が出るた

め，他の入居者からもクレームが続いていた。
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町で偶然会った際にも支援者に対して暴言を

吐くことが続くなど，どう関わればいいか困っ

ていた。最終的には，支援を拒否し，部屋を破

壊し，グループホームを退去し，その後は入院

したと聞いている。 

【その他の事例から】 

部屋の片づけや共同生活のルールという意

味で，言葉では行動が伴わなかったが，紙に書

いて渡したらうまくいったという事例もあっ

た。精神障害者のグループホームでは，鬱や統

合失調症の人と一緒に生活をしているため，同

様に言葉を使える発達障害者にも，口頭指示の

みという対応が多かった。軽度の知的障害者と

の共同生活でも同様のことが言えるであろう。 

 

D. 考察 

以上のヒアリングから特筆すべきは，「人と

のかかわり」で問題なしと回答したケースが「0」

であり，何かしら人とのトラブルがあるという

点である。そこから，「その他」の支援者の疲

弊，どう支援していいかわからない等（図１４）

に繋がり，グループホーム支援者は（図１５）

専門家のサポートを必要としていることがわ

かった。 

事例①については，ベテランの支援者から若

手の支援者，他の機関での本人像の共有がうま

く機能していなかったように思われる。口頭で

のやりとりが可能な発達障害者の支援で必要

なのは，本人のニーズが言葉として表出される

ため，感覚や言葉のみに頼ってしまうために，

双方が感情的になってしまっていたのではな

いだろうか。ベテランの支援者がうまくかかわ

れるのであれば，そのノウハウを他の支援者に

引き継ぐ必要があろう。そのためには，本人像

の共有が必須で，ベテラン支援者がどういう関

わり方，アプローチが有効かをアセスメントし，

他の支援者が同じように対応できるようなシ

ステムやノウハウを作ることが必要ではない

だろうか。また，言葉を使えるあまり，視覚的

な提示やアプローチを用いる発想が乏しく，結

果言葉や支援者個人により，支援の差が出てい

たとも考えられる。 

事例②については，部屋の片づけなど支援者

が注意をすることが多く，それが本人にとって

ストレスになり介入を拒否しだしたというと

ころもあったようだ。この事例においても，支

援者の感覚や指摘をするのみのかかわりにな

ってしまい，どうすればよいかという提案が少

なかったように思われる。一般就労（アルバイ

ト）している能力がある本人に対して，言葉の

みのアプローチでは効果がなかったことから

も，視覚化など発達障害の特性を理解した支援

が必要であったと考えられる。 

 

E. 結論 

ASD（自閉症スペクトラム）という理解の不

足により，何度も注意して行動改善を促すとい

った言葉に頼った対応が多い現状があった。ま

た，環境設定が必要な発達障害者が，共同生活

という環境自体の問題により，適応できずに困

っているという状況もあった。うまくいってい

るかかわりについても，特定の支援者が感覚的

に支援しているため，他の支援者に般化しづら

く，発達障害者が地域移行していく際にはネッ

クとなるであろう。 

発達障害者が必要な場所で必要な支援を受

けるためには，障害特性に合った生活環境（1R

型アパート等）で，専門知識持った支援者が，

地域で暮らすために必要な支援や支援量をア

セスメントし，ノウハウ，システム等を含め本

人像を支援ネットワーク間で共有していく，一

連の発達障害者生活支援モデルが構築される
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ことで，発達障害者の地域生活が可能となるで

あろう。 

 

F. 引用文献 

該当なし 

 

G. 研究発表 

該当なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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成人発達障害者が入居する滋賀県内のグループホームにおける 
生活支援の現状およびその課題 

 
分担研究者 

肥後祥治（鹿児島大学教育学部） 

研究協力者 

巽 亮太（社会福祉法人滋賀県社会福祉事業団） 

山本 彩（社会福祉法人滋賀県社会福祉事業団） 

松田裕次郎（社会福祉法人滋賀県社会福祉事業団） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
A．研究目的 

成人期の発達障害者の地域生活適応に関し

て必要となる支援のあり方を模索し，提案する

ためには，まず，現在，成人期の発達障害者が

おかれている現状について把握する必要があ

る。そこで，本研究では，グループホーム(以

下，GH)の支援者への聞き取り調査により，現

在運営されているGHにおいて，発達障害者に

対してどのような支援を行っており，どのよう

な困難があるかということ，更にそれらの困難

を解決していくためにはどのような方策が必

要であると現場職員は実感しているかという

ことを明らかにすることを目的とする。 

 

B．研究方法 

 調査者が把握している，発達障害の診断のあ

る者が利用しているGHの支援者を対象に，聞

き取り調査を行った。調査は，2013年10月に

行った。1か所への調査につき2名の調査者が

同行した。なお，調査者自身も，日頃，発達障

害者の支援に携わっている者である。 

 まず，調査の趣旨と，本調査が厚生労働科学

研究における調査の一環であることを説明し，

了解を得た。GHの概要や，GHを利用してい

研究要旨 

本研究では，現在運営されているグループホーム(以下，GH)において，発達障害者に対してど

のような支援を行っており，どのような困難があるか，更にそれらの困難を解決していくために

はどのような方策が必要であると現場職員は実感しているかについて，グループホーム(以下，GH)

の支援者への聞き取り調査を行った。支援における困難では，人とのかかわりに関して最も多く，

対人関係面での支援が提供できる環境であるということは必要不可欠なことだと推測された。さ

らに支援者側の疲弊を軽減する方策として，発達障害やその支援に関する知識を学ぶ機会が重要

であることが示唆された。以上から，発達障害者の生活を支えようとする時，対人関係に関する

支援が受けられるような環境整備が必須であるとともに，支援者側に対しての環境整備も必要で

あることが示された。 
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る発達障害者の簡単なプロフィールを確認し

た後，現在，GHではどのような支援を行って

おり，どのような困難があるかということにつ

いて，あらかじめ用意した項目(食事，衛生管

理，健康管理，金銭管理，人とのかかわり，そ

の他)に基づいて尋ねた。更に，それらの困難

を解決していくためにはどのような方策が必

要であると感じているかということや，効果が

みられた支援についても尋ねた。その他，日頃

の支援で感じていることなども自由に話して

もらった。 

 報告書への掲載にあたっては，個人が特定さ

れるようなことがないよう十分配慮をするこ

とを伝え，了解を得た。 

 

C．研究結果 

１．GHの概要 

聞き取り調査を行ったのは，精神障害者のみ

を対象とした複数の GH を運営している事業

所が1か所，身体障害・知的障害・精神障害を

対象としたGHを運営している事業所が1か所

であった。GHの全利用者数のうちの発達障害

者が占める割合はそれぞれ，1/29名，1/3名で

あったが，前者では，過去にもう1名発達障害

者が利用していたとのことであった。 

２．発達障害者のプロフィール 

聞き取り調査を行った GH を利用している

(利用していた)発達障害者は男性が 2名，女性

が1名で，年齢は30代～40代であった。診断

は，アスペルガー症候群が2名，統合失調症が

1名であり(ただし，後者については，支援者間

で発達障害ありとの見立てが共有されている

とのことであった)，障害程度区分(※2013 年

10月当時)は，区分2が2名，区分3が1名で

あった。また，日中活動先は 1 名があり(就労

支援事業所)であったが，2名はなしの状態であ 

った。 

 

表1 食事に関する困難 

 

３．支援における困難 

対象者によって語られた支援における困難

は，以下の通りであった。 

（１）食事に関する困難(2件) 

食事については，食器洗いに関することが1

件，食事量に関することが1件であった。これ

らはそれぞれ衛生管理における困難や，健康管

理における困難にもつながることである。表１

には，発言内容のトピックス，その詳細，およ

び件数が示してある。 

（２）衛生管理に関する困難(2件) 

衛生管理については，支援の提供に関するこ

とが 1件，偏りに関することが 1件であった。

上記の食器洗いに関する項目（表１の①）も，

この項目に関連する事柄である。表２には，発

言内容のトピックス，その詳細，および件数が

示してある。 

（３）健康管理に関する困難(0件) 

健康管理については特に挙がらなかったが，

上記した(1)の食事量に関すること（表１②）も

この項目に関連する事柄である。 

 

トピック 詳細 件数 

食器洗いに

関すること 

① 食器を洗わずに放っているため，世話人

が洗おうとするも，本人は，洗わないでほ

しいと言う。かと言って，本人の言う通り

洗わずに置いておくと食器が溜まってい

く一方なので，対応に困っている。 

 

1件 

食事量に関

すること 

② 自身の小遣いの範囲内で飲食物を購入し

ているが，量の調整が難しい様子。 

 

1件 
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表2 衛生管理に関する困難 

 

（４）金銭管理に関する困難(0件) 

金銭管理についても特に挙がらなかった。 

（５）人とのかかわりに関する困難(6件) 

人とのかかわりについては，他の利用者との

コミュニケーションに関することが5件，支援

者とのコミュニケーションに関することが 1

件であった。表３には，発言内容のトピックス，

その詳細，および件数が示してある。 

（６）その他の困難(4件) 

その他については，支援の提供に関すること

が1件，物事の捉え方に関することが2件，こ

だわりに関することが1件であった。表４には，

発言内容のトピックス，その詳細，および件数

が示してある。 

 

４．効果がみられた支援 

上記の[３]で示した困難はありながらも，う

まくいった支援の例としては，ルールの設定が

3件，視覚情報の活用が2件挙げられた。また，

効果がみられた支援という枠組みでは語られ

なかったものの，支援における困難について語

られる中で，「不安な気持ちなどが身体症状と

なって表れやすいが，支援者に話をするうちに

落ち着く。支援者に，解決策を示してもらいた

いというわけではなく，ただ話をきいてもらい 

表3 人との関わりに関する困難 

トピック 詳細 件数 

他の利用者と

のコミュニケ

ーションに関

すること 

⑤ GHという形態である以上，他の利用者と共有

しなければならない空間があるが，その使い方に

ついて，支援者が仲裁するも折り合いがつかず，

他の利用者が我慢をせざるを得ない状況になっ

ており，対応に困っている。 

 

⑥ 物音に対しての過敏性があり，配慮したいのは

やまやまであるが，共同生活である以上，限界が

ある。 

 

⑧ にこにこしているかと思うと悪い方向に勘違い

をして憤慨するなど，感情が安定しないことが，

人間関係に影響している。 

 

⑨ 他の利用者との間で口げんかをしたり，第三者

からちょっと言われたことが気になったりする

ことで体調不良を訴えることが多い。 

 

⑩ 相手が疲れている状態に気づかず一方的に話し

てしまい，その相手から話すことを止められる

と，なぜ自分が怒られなければならないのかと憤

慨する。 

 

5件 

支援者とのコ

ミュニケーシ

ョンに関する

こと 

⑪ 支援者の発言に対して憤慨することがあるが，

その際に支援者は，本人の気持ちが更に高ぶって

しまわないように，おだやかな口調で本人の主張

をそのままきくことにしている。後日，本人の状

態が落ち着いている時に，さり気なく，支援者が

当初伝えたかったことを伝えると，本人もきく耳

をもってくれるが，それでも同じことを繰り返し

てしまう。 

 

1件 

 

 

トピック 詳細 件数 

支援の提供に

関すること 

③ 居室内が散らかり放題になっているが，

本人は，居室へは立ち入らないでほしいと

言うため，直接支援が難しい。 

 

1件 

偏りに関する

こと 

④ きれい好きはきれい好きでも，偏りがあ

る。 

 

 

1件 
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表4 その他の困難 

トピック 詳細 件数 

支援の提供に

関すること 

⑫ 基本的に，本人は支援者との関わりを避けてお

り，定期的な相談は行っていない(本人からの求め

があった時のみ応じている)。 

 

1件 

物事の捉え方

に関すること 

⑬ 新聞記事に書かれてあること(例えば，通り魔事

件など)の影響を受けすぎて，外出することに恐怖

感を抱き，ひきこもりがちの状態になっている。 

 

⑭ 物事に対して独特の解釈をするため，その対応

が難しい。 

 

2件 

こだわりに関

すること 

⑮ このメーカーのものでないとダメなどのこだわ

りがみられる。 

 

1件 

 

たいという側面が強い」といった内容の発言も

みられた。表５には，発言内容のトピックス，

その詳細，および件数が示してある。 

 

５．困難を解決するために必要と思われる方策 

上記の[３]のように支援を行ううえでの困難も

あれば，[４]のように支援の効果がみられるこ

ともある中で，そのような困難を解決し支援が

うまくいくようにするために必要だと感じら

れる方策としては，知識の獲得が2件，専門 

性の向上が1件挙げられた。表６には，発言内

容のトピックス，その詳細，および件数が示し

てある。 

 

６．その他 

 上記した[３]～[５]には当てはまらない「その

他」の所感も語られた。表７にその詳細を示す。 

 

 

表5 効果が見られた支援 

トピック 詳細 件数 

ルールの設定 ⑯ 金銭管理については，ルールが設定されていれ

ば，そのルールを守ってやりくりできる。 

 

⑰ 頻回だった病院受診について，ルールを設定す

ることで，1人で気持ちを落ち着けられるように

なってきた。 

 

⑱ GHの電話の利用について，利用料金を設定す

ると，時間を意識できるようになった。 

 

3件 

視覚情報の活

用 

⑲ 自分のスケジュールを自分で管理することが難

しかったが，管理の仕方(スケジュール帳の活用

の仕方)を支援者が教えると，現在はスケジュー

ル帳を持ち歩き，自分で自分のスケジュールを管

理している。 

 

⑳ 強迫症状について，友人からのアドヴァイス(例

えば，手を洗った回数をノートに記すこと)によ

り，まったくなくなった訳ではないが，減ってき

ている。 

2件 

 

D．考察 

 支援における困難について，食事，衛生管理，

健康管理，金銭管理，人とのかかわりに項目を

分け尋ねたところ，人とのかかわりに関するこ

とが6件と最も多かった。このことから，発達

障害者の住まいの場を考える時に，対人関係面

での支援が提供できる環境であるということ

は必要不可欠なことだと推測された。また，対

人関係におけるトラブルと一言で言っても，例

えば，ハード面での環境整備をすることで回避

することが可能な場合もあるだろう。 

 しかし，①，③，⑫の発言にみられるように，

そもそも支援の提供自体が難しいという事態 
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表6 困難を解決するために必要な方策 

トピック 詳細 件数 

知識の獲得 ㉑ 支援者は，ストレスが溜まるものの，本人との

関わりだけでなく，書籍や専門家の話などから

知識を身につける機会があることで本人に対す

る理解につながり，支援を続けられているとい

う側面もある。 

 

㉒ キーパーにも最低限の基礎知識は身につけて

もらう必要がある。 

 

2件 

専門性の向上 ㉓ 世話人の数を増やすよりも，どちらかと言う

と，専門性のある生活支援員の数が増えるとよ

いという感触がある。 

 

1件 

 

表7 その他の所感 

 

も生じている。本人が，支援者との関わりを避

けるという状態になっている背景については，

様々な可能性が考えられるが，支援者側として

は，支援者側が行って当たり前と思っている支

援が行えないということに戸惑いもあるので

はないかと推測される。そして場合によっては，

支援者が当たり前に必要だと思っている支援

が本当に当たり前に必要なのかということが

揺らぐことによっても，支援の困難を感じるこ

とにつながる可能性もある。 

 一方，効果がみられた支援としては，ルール

の設定，視覚情報の活用といった回答がみられ

た(ただし，⑳については支援者による支援と

いうことではない)。これらはそれぞれ，あい

まいなことの理解が難しいという障害特性へ

の配慮，あるいは視覚が優位であるという障害

特性の活用と言える。このことから，支援者側

が障害特性を理解しておくことの重要性は強

調してもしすぎることはない。㉕の発言にもみ

られるように，本人に合った環境を用意してい

くことが重要だが，そのように本人に合った環

境を用意するためには，発達障害の基本的な障

害特性を理解した上で，その人1人ひとりの障

害特性の出方を含め，(障害特性のみではなく，

全体として)その人がどのようなひとであるか，

ということの支援者側の理解(アセスメント)が

肝となる。また，効果がみられた支援という枠

組みでは語られなかったものの，「不安な気持

ちなどが身体症状となって表れやすいが，支援

者に話をするうちに落ち着く。支援者に，解決

策を示してもらいたいというわけではなく，た

だ話をきいてもらいたいという側面が強い」と

の語りにあるように，上記のような具体的な支

援と同様に，支援者が丁寧に話を聴くというこ

と自体も，本人の気持ちの安定につながってい

る。 

 また，支援における困難を解決するために必

要と思われる方策については，知識の獲得が2

件挙げられた。㉑の発言にあるように，支援者

側が知識を身につけられることは，利用者への

支援の質が高まるという意味で利用者にとっ

てプラスになるだけではなく，利用者に対する

理解が深まることにより，支援者側の安心感や

トピック 詳細 件数 

その他の所感 ㉔ 家族と距離をとることが望ましいが，かと言

って1人暮らしも難しいということからGHの

利用に至ったのだが，GHでの共同生活という

形態が本人にとって適切かどうかは疑問が残

る。 

 

1件 

㉕ 本人に合った(本来，本人にとって必要となる)

支援が提供されていることで，本人も落ち着い

て生活ができているのではないかと思われる。 

 

1件 
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モチヴェーションの向上にもつながるものと

考えられる。本人のことがわからず，それに伴

ってどのように対応したらよいかもわからず，

そのような中でもなんとか対応しようとする

がなかなかうまくいかないなどで，支援者の中

にもストレスが溜まっていく。そのような支援

者側の疲弊を軽減する方策の 1 つという意味

でも，何らかの形で知識を学ぶ機会が重要では

ないかと思われる。支援者たちが，そのような

機会を確保し，維持できるような仕組みが必要

である。 

 

E．結論 

 本調査からは，発達障害者の生活を支えよう

とする時，対人関係に関する支援が受けられる

ような環境や，例えば音の過敏性等にも対応で

きるようなハード面での環境整備が必須であ

るということが示唆された。また，そのような

利用者にとっての環境整備だけではなく，支援

者にとっての環境整備も必要であることも示

された。それは，支援者にとってアセスメント

の手がかりが何らかの形で提供されること，つ

いてはそのような機会が確保できる何らかの

仕組み作りである。 

 今後，対人関係に関する支援が受けられるよ

うな環境をどのように整えるか(支援者の養成，

支援の仕組みなど)，ハード面での環境整備と

して現実的にはどのようなことが可能である

か，更には，支援者にアセスメントの手がかり

が提供されるにはどのような仕組みが有効な

のかということを検討していく必要がある。 
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A. 研究目的 

１．ひとり暮らし体験について 

本研究では，将来的に全国で実施できるよう

な成人期の発達障害者の支援モデルを構築す

るために，特定非営利活動法人アスペ・エルデ

の会における地域生活支援の取り組み（ライプ

プランニングのプログラム，一人暮らし支援）

を通して，その実践内容と成果および課題を分

析した。 

成人期の発達障害者のグループホームの利

用については平成 24年度の愛知県の調査では，

ひとり暮らしをしている人は 167 名の回答者

のうち5名，グループホーム・ケアホームの利

用は 12名であり，家族と離れて生活している

人は10%であった。 

昨年度（平成 24年度）の本研究では，アス

ペ・エルデの会の成人期のメンバーへの調査で

は「ひとり暮らしをしたい」という人が49% 

 

で，ひとり暮らしは不安があるので「グループ

ホームで生活したい」という人が 9%と，家族

から離れての生活を希望する人が全体のおよ

そ半数であることが確認された。このことから，

発達障害の人にとっては，対人関係が苦手なこ

とや，一人で家事などもできたりする人たちに

とっては，頻度としては少なくてよいので適宜

対応してもらえる支援があればよいことなど

からグループホームよりはひとり暮らしがで

きる支援の仕組みが必要であると考えられる。

アスペ・エルデの会では，前年度のひとり暮ら

しの実施から実際にひとり暮らしを継続して

続けている人が2名いる。そこで，今回は継続

的に生活を行う中で，必要な支援ニーズの把握

を行った。 

２．障害者総合支援法における認定調査の認定

項目について 

 障害者総合支援法におけるサービスを利用

研究要旨 

昨年度の調査より，一人暮らしを希望している成人の発達障害者が多くいることが明らかとなっ

た。本調査では，昨年度より一人暮らし生活を実施している発達障害者に面接調査を行い，生活を

営む上で必要な支援ニーズを明らかにすることを目的とした。面接調査の結果，整理整頓や清掃な

どの生活面へのサポート，職場での対人トラブルなどのストレスへの対処に関して，定期的な支援

の必要性が高いことが示された。このことから，発達障害者が一人暮らしを行う場合であっても，

支援者による定期的な訪問の必要があることが示唆された。 
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するには，認定調査によって障害支援区分によ

る支給決定を受ける必要がある。平成 26年度

からの変更点では知的障害，精神障害や発達障

害の特性を反映させるために，読み書きや感覚

過敏，集団への不適応などの項目が追加されて

いる。また聞き取りは本人と支援者の双方に実

施することになっている。 

 本研究では，この調査項目について，発達障

害者の中でも将来生活支援の必要性が出てく

ると思われる現在企業就労（一般雇用，障害者

雇用）をしている人とその家族に対して実施す

る。その上で，両者の回答の差異を明らかにし，

今回の障害支援区分が発達障害者にとってど

のように反映されるかという点について検討

した。 

 以上より，本研究では以下の 2点について，

調査を行う。 

(1) 発達障害者が一人暮らしを行う上で必要な

ニーズの把握 

(2) 就労している発達障害者への障害支援区分

の反映状況の把握 

 

B. 研究方法 

1. 発達障害者が一人暮らしを行う上で必要な

ニーズの把握 

 アスペ・エルデの会では，前年度のひとり暮

らしの実施から実際にひとり暮らしを継続し

て続けている成人2名を対象とした。2名の詳

細は後述する。面接調査にあたり，調査協力者

には氏名などの個人を特定する情報の扱いに

は配慮することを伝え，面接調査への承諾を得

た。今回の調査では，「食事」「衛生管理」「健

康管理」「金銭管理」「余暇」について確認した。 

2. 就労している発達障害者への障害支援区分

の反映状況の把握 

就労している発達障害者（自閉症スペクトラ

ム障害）3名およびその母親に対して面接調査

が行われた。3名の詳細は後述する。 

面接調査にあたり，調査協力者には氏名など

の個人を特定する情報の扱いには配慮するこ

とを伝え，面接調査への承諾を得た。 

 

C. 調査結果 

1. 発達障害者が一人暮らしを行う上で必要な

ニーズの把握 

①Aさんのひとり暮らしについて 

A さん：療育手帳保持，一般就労 正規雇用 

26歳 男性 

ひとり暮らしを始めるまでに，1週間，2週

間，1か月，3か月と期間を延ばしながら支援

者と親と課題を整理しながら取り組んできて

いる。 

今回の調査では，夏と冬の2回訪問し，その

間は本人や家族と状況把握を行った。 

「食事」では，1日3食の食事を摂っており，

自炊も行っている。課題には挙がらないが，調

理では冷凍食品をフライパンで熱したり，レト

ルトに 1 品食材を入れて炒めたりする程度の

ものなので，調理できるものを増やいていける

とよい。 

 「衛生管理」では，部屋の掃除は週に一度と

決めているため，その間に汚れやごみが目立っ

ていても放置していたので，目につくものだけ

でも気づいた時にきれいにするようにできる

とよいことである。テーブルの上の汚れが特に

気になったが，本人は台拭きで毎回拭いている

とのことであった。しかし，濡れた布の感触は

手の感覚過敏があることでつかめず，力を入れ

て拭くことができないため，しっかり拭き取れ

ないということであった。 

 「金銭管理」は，決めた金額の中で，食材や

余暇のやりくりをしていたので，このまま継続
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していくことでよい。しかし，節約を意識しす

ぎて，食事の分量が少ない感じを受けていたよ

うなので，そのあたりの調整は必要である。 

 「余暇」は，自分の好きなことに取り組んで

いたが，仕事の疲れもあって控えている様子で

あった。ここでは仕事の不安などの把握と対応

の必要性も感じた。 

日々の生活では問題ないように思われるが，

布団のシーツを洗うことや干すことなどは親

からするように言われていたが，できずに布団

の壁に接触している部分にカビが発生したこ

ともあったようである。 

②Bさんのひとり暮らしについて 

B さん：手帳なし 一般就労 正規雇用社員 

27歳 女性 

ひとり暮らしを始めたときは，アパートの契

約時に，仲介業者の説明が契約後にその内容が

変更されたりしたことから不信と不安があっ

たが，生活し始めてからは，特にトラブルもな

く生活できている。 

特に母親からの干渉が嫌なことや，職場の同

僚との余暇を楽しんでいたため，家族との連絡

が長期間できていなかったことや休日も余暇

の予定が入っているため，支援者の訪問ができ

ないままだった。 

一度家族が訪問できる機会があったため，確

認してもらうことにした。 

「食事」については，買い物もして自炊もして

いる。 

「衛生管理」も片づけも自分なりにしており，

物が散乱していることはなく，衣類のアイロン

がけなどもしているようであった。 

「健康管理」については，特に体調不良にな

ることもなかったが，休日も遊びの予定が多く

入っているため，ペース配分をする必要性があ

るかの確認は必要だと感じている。 

「金銭管理」についても，毎週の支出を見な

がら考えてお金は使っているようなので，問題

はなさそうであるが，ほぼ毎週同僚との遊びな

どの予定が入っていることから，長期的な生活

の目標と貯蓄などの確認をしていくことは必

要なのかもしれない。 

 現在は賃貸ではなく，マンションを購入して

生活したいと考えている。 

(2) 就労している発達障害者への障害支援区分

の反映状況の把握 

 今回聞き取りをした対象者は以下の自閉症

スペクトラム障害の3名である。 

①Cさん 26歳，精神保健福祉手帳 3級，男

性，障害者雇用，正規社員，ひとり暮らし 

②D さん 26 歳，療育手帳 B２，男性，一般

雇用，正規社員，ひとり暮らし 

③E さん 26 歳，療育手帳 C，男性，障害者

雇用，正規社員，家族と同居 

 

以上のような回答が得られた。 

また関わりのある筆者からの補足事項とし

て，Cさんについては，生活機能2の「口腔清

潔」では，母親から「歯ブラシを扱うときに力

が入りすぎてしまうので，歯茎などへの負担が

かかりすぎている」という話があった。応用日

常生活動作では「洗濯」を干すとき，手先の不

器用でしわを伸ばすことが苦手であることや

「買い物」はできるが，支払いの時に小銭を出

さずに紙幣でばかり支払うため，財布の中に小

銭がたまってしまうことなどが挙がっていた。

これらは長期的に考えると，口腔の炎症の悪化

や小銭の紛失などにつながることなどが考え

られる。また認知機能の「コミュニケーション」

では日常生活に支障がないということではあ

るが，ごく限られた人とのコニュニケーション
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はできるものの，会話では返答に時間がかかっ

たりしてやりとりには苦手さがみられる。 

Dさんについては，洗濯はできるが，洗濯物

を干すときは指先が不器用だったり，過敏があ

るため濡れたものに触れることができないの

で，しわを伸ばしたりはできないことや洗濯も

のを整えてたたむことも難しいということで

あった。また行動上の障害（A群）の「感情が

不安定」では，固まってしまうため不安定では

あるが表に出ないので気づかれにくいという

ことであった。行動上の障害（B群）の不適切

な行為では，乗車券だけで有料車両の先頭へ行

き，好きな前方の眺めを立って見たりしている。

集団行動の時は，いつも誰にも断らずに行って

しまうため，周りが困ってしまう。行動上の障

害（C群）では「話がまとまらない」について

は，以前会社のシステム上，頻繁に行われるミ

ーティングで意見を求められることがあり，そ

のことで悩んでいたが，平成 25年度は担当か

ら外れたこともあり，頻繁に意見を求められる

こともなくなったことで悩まなくなり，それで

克服できたと思っているようである。 

Eさんについては，生活機能2（移動・清潔

等）の「入浴」では両者とも「できる」という

回答であったが，シャワーは水がもったいなく

使用しないようにしているということであっ

た。「入浴」ではなくても「行動上の障害（B

群）の「こだわり」に該当するかもしれない。

認知機能の「コミュニケーション」も両者とも

「日常生活に支障がない」と回答しているが，

会話の時の相手との距離が近かったり，不安な

ことを大きな声で話し続けることも多く，周囲

を不快にさせてしまうことがある。 

 

 

 

 

D. 考察 

1. AさんBさんのひとり暮らしから考えられ

る課題について 

 前年度のひとり暮らしの実施からは，整理整

頓については，個々で片付けの状態は異なるが，

衛生面や種類ごとに片づけができるようにし

ていくこと，女性の場合は生理用品や下着類な

どは他者の目につかないところに片付けたほ

うがよいこと，掃除のタイミング，器具の扱い

など，わからないことについては，教えてでき

るようにすることやその後も定期的な確認は

必要になることが確認された。その他，仕事の

悩みや余暇，人間関係などについては，家族と

離れていると，本人自身が悩んでいることに気

づいていない場合，周りが気づいていかないと

二次障害を発症させたり，職場などでのトラブ 

表１ Cさんへの聞き取り 

  調査項

目 

本人 母親 備考 

行 動

上 の

障 害

（ A

群） 

感情が

不安定 

稀にあ

る 

稀 に

ある 

（母）一日の中で誰と

も話をしないと，悩ん

で不安定になること

がある。 

落ち着

きがな

い 

稀にあ

る 

ない （本人）何かを待って

いる時，じっとしてい

られない。 

行 動

上 の

障 害

（ B

群） 

感覚過

敏・感覚

鈍麻 

ある ある （本人）子どもの泣き

声は頭痛がする。人混

みのにおいが苦手。 

（母）皮膚感覚が人よ

り過敏で，痛みが強く

感じるみたい。 

行 動

上 の

障 害

（ C

群） 

意欲が

乏しい 

稀にあ

る 

ない  

話がま

とまら

ない 

ない 稀 に

ある 

（母）話が長く，要点

を伝えることが苦手。 

集中力

が続か

ない 

ほぼ毎

日（週

5 日以

上）あ

る 

稀 に

ある 

（本人）集中力が 10

分ぐらいしか持続し

ないので，5分休憩し

て，それを繰り返して

いる。 
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ルなどで失職したりすることも考えられるた

め定期的な訪問は不可欠である。 

また一日の生活を送ることはできているが，

感覚過敏や不器用さなどがある場合，苦手が故

に避けていたことが，長期的にみると布団にカ

ビを発生させたり，上手に汚れを除去できずひ

どく汚れたりしてしまうため定期的な訪問は 

必要になってくる。 

2. 就労している発達障害者への障害支援区分

の反映状況について 

表１から表3に示すように，調査項目の中で

点数のつく項目は少なく，その程度も軽度にな

るため，支援区分についても非該当もしくは区

分1程度になるのではないかと考えられる。 

 本人と家族の間でも評価が異なる部分も見

られる。特に本人は「できる」や（問題行動の

項目では）「ない」と回答しているものに対し

て母親は「部分的な支援が必要」や（問題行動

の項目では）「ある」と回答している項目が複

数あった。感覚過敏などが背景にある場合は，

環境的に嫌な感覚を排除していることもあり，

「感覚過敏は克服した」と思っている部分もあ

った。本人が苦手なことは避けてしていないこ

とや，適切にできていなくてもその行動を取 

ていれば，困ることもなく，できているという

評価になる。 

 支援者にとっても，対象者の普段の生活の様

子について細かく把握している場合は少ない

ため，ひとり暮らしをしていたり，障害者雇用

であっても企業就労をしている人たちの場合

は支援区分も軽く出てしまったり，ニーズが十

分に反映されにくいことも考えられる。 

そのため，加齢によって就労だけでなく生活

の上で，障害福祉サービスの利用の必要性が出

てきた場合，適切な支援が利用できるように，

障害支援区分の判定についての検討と支援メ

ニューの整備は必要である。 

 また，長期的な生活の中で蓄積される課題も

あり，それらの中には周囲とのトラブルや精神

的な二次障害なども関係してくることが考え

られる。そのため，現状の生活を維持させなが

ら二次障害などの予防の観点からの区分判定

や支援メニューが求められる。 

表2 Dさんに対する聞き取り 

 調 査項

目 

本人 母親 備考 

応 用

日 常

生 活

動作 

掃除 で き

る 

部 分

的 な

支 援

が 必

要 

（母）箒は掃いたとこ

ろで止められないので

ごみを集められない。 

認 知

機能 

コ ミュ

ニケー

ション 

日 常

生 活

に 支

障 が

ない 

特 定

の 者

で あ

れ ば

コ ミ

ュ ニ

ケ ー

シ ョ

ン で

きる 

（母）家族はごく限ら

れた人にしか自ら話が

できない。基本的に人

と関わることが苦手。 

行 動

上 の

障 害

（ A

群） 

集 団へ

の不適

応 

ない 稀 に

ある 

（母）集団から離れて

歩き，自分の興味のあ

るところへ行ってしま

うため，よくはぐれて

しまう。 

行 動

上 の

障 害

（ B

群） 

感 覚過

敏・感覚

鈍麻 

ない ある （本人）においや子ど

もの泣き声は克服し

た。 

（母）手のひらの過敏

で布巾や動物の毛など

触れられない。掃除機

の音が苦手。味覚の過

敏があり好き嫌いが多

い。 

行 動

上 の

障 害

（ C

群） 

話 がま

とまら

ない 

ない 稀 に

ある 

（母）動物の話を家族

に対して淡々と話し続

けたりすることがある 

集 中力

が続か

ない 

ない 稀 に

ある 

（母）湿度や気温で集

中出来ず，仕事でも話

など聞けず注意され

る。 



- 76 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

E. 結論 

 一人暮らしを行っている発達障害者であっ

ても，整理整頓や清掃などの生活面へのサポー

ト，対人関係などのトラブルや二次障害の抑止

に向けたストレス対処に関して，定期的な支援

の必要性が高いことが示された。このことから，

成人の発達障害者が一人暮らしを始めた場合

であっても，支援者が定期的に住居を訪問し適

切な支援を提供する必要があると考えられる。 

 さらに，就労している発達障害者とその母親

の面接からは，成人の発達障害者の現生活状況 

を維持させながら二次障害などの予防的観点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を取り入れた上で，障害支援区分や支援メニュ

ーの整備が必要であることが示唆された。 
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表3 Eさんに対する聞き取り 

 調査項目 本人 母親 備考 

生活機能 2

（移動・清

潔等） 

健康・栄養管理 できる 部分的な支援

が必要 

（母）症状などの程度の判断と，通院など一人で

行けるか誰かに連れて行ってもらった方がよいか

の判断が難しい。 

認知機能 電話等の利用 部分的な支援

が必要 

部分的な支援

が必要 

（母）FAXの操作はしていない。すればできると思

うが，いろんな機種への対応は難しいのではない

か。 

行動上の障

害（A群） 

被害的・拒否的 ない 稀にある （母）ものを無くした時に泥棒かもしれないなど

のような考えが多い。 

感情が不安定 月に 1 回以上

ある 

週に 1 回以上

ある 

（本人）戦争や大地震などが起こるのではないか

とすぐに考えてします。 

（母）噂や予言などで不安定になる。 

暴言暴行 週に 1 回以上

ある 

月に 1 回以上

ある 

（本人）ニュースの事件などでテレビに向かって

暴言を吐いてしまう。 

同じ話をする 週に 1 回以上

ある 

週に 1 回以上

ある 

 

大声・奇声を出す 週に 1 回以上

ある 

月に 1 回以上

ある 

（本人）ニュースの事件などでテレビに向かって

暴言を吐いてしまう。 

（母）不安がいっぱいになると大声を出す。フラ

ッシュバックも原因のようである。 

行動上の障

害（B群） 

こだわり ない ほぼ毎日（週5

日以上）ある 

（母）ズボンを先にはかないと，上着が着れない。

ズボンを脱ぐときは上着を脱がないとできない。 

食事では米飯を一番最後に食べないといけない。 

不安定な行動 週に 1 回以上

ある 

週に 1 回以上

ある 

 

自らを傷つける行

為 

ない 稀にある （母）仕事のストレスで壁に対して頭突きをする。 

感覚過敏・感覚鈍

麻 

ない ある （母）肩など触られるのが苦手。 

行動上の障

害（C群） 

話がまとまらない ない 稀にある （母）動物の話を家族に対して淡々と話し続けた

りすることがある 
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